
稲沢市ブロック塀等撤去費補助金交付要綱 

（目的）  

第１条  この要綱は、地震によるブロック塀等の倒壊による被害や避難

時等の通行の妨げとなることを防止するため、ブロック塀等の撤去費

の一部を予算の範囲内において補助することにより、地震に強いまち

づくりを促進することを目的とする。  

（定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号

に定めるところによる。  

⑴  ブロック塀等  コンクリートブロック、コンクリートパネル、レ

ンガ、石材その他これらに類する材料を用いた塀又は門柱であって

高さが 1 メートル以上あるものをいう。 

⑵  道路等  本市内における住宅や事業所等から稲沢市地域防災計画

に掲げる避難場所、避難所等まで至る経路をいう。  

⑶  敷地  同一の利用に供されている一団の土地をいう。 

（補助の対象者）  

第３条  補助金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれに

も該当する者とする。  

⑴  ブロック塀等を所有又は管理する者。ただし、国、地方公共団体

その他公の機関を除く。  

⑵  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員でない者 

⑶  同一の敷地において、過去にこの要綱に基づく補助金の交付を受



けていない者 

⑷  ブロック塀等が、道路改良その他公共事業の補償対象となってい

ないもの 

（補助事業）  

第４条  補助金の交付の対象となる事業は、次の各号のいずれにも該当

するものとする。  

⑴  道路に面するブロック塀等で、道路等に倒壊するおそれのあるも

のを全て撤去すること。  

⑵  建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第２項に規定

する道路内に存するブロック塀等にあっては、敷地内の全てを撤去

すること。  

⑶  ブロック塀等を撤去した後に、道路内に建築基準法その他法令に

違反する建築物又は工作物を設置しないこと。 

（補助金の額）  

第５条 補助金の額は、ブロック塀等の撤去及び処分に要する経費と撤

去するブロック塀等の延長に１メートル当たり１万円を乗じて得た額

のいずれか少ない方の額に２分の１を乗じて得た額とする。ただし、

補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨

て、かつ、２０万円を限度とする。  

（補助金交付申請）  

第６条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

補助事業に着手する前に、稲沢市ブロック塀等撤去費補助金交付申請

書（様式第１）に関係書類を添付して市長に提出しなければならない。  



（補助金の交付決定）  

第７条  市長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審

査し、適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、稲沢市ブロック

塀等撤去費補助金交付決定通知書（様式第２）により申請者に通知す

るものとする。  

２  市長は、前項の規定により補助金の交付決定を通知する場合におい

て必要があるときは、当該補助金の交付について条件を付すことがで

きる。 

（補助金交付申請書の内容の変更） 

第８条  申請者は、補助金の交付決定後において、補助金交付申請の内

容を変更しようとするときは、稲沢市ブロック塀等撤去費補助金交付

変更申請書（様式第３）に関係書類を添付して、市長に提出しなけれ

ばならない。  

２  市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、

適当と認めたときは、稲沢市ブロック塀等撤去費補助金交付変更決定

通知書（様式第４）により申請者に通知するものとする。  

（補助金交付申請の取下げ） 

第９条  申請者は、補助金の交付決定後において、補助金交付申請を取

り下げようとするときは、速やかに稲沢市ブロック塀等撤去費補助金

交付申請取下届（様式第５）を市長に提出しなければならない。  

（完了実績報告等）  

第１０条  申請者は、対象事業が完了したときは、完了の日から起算し

て３０日以内又は補助金の交付決定があった日の属する年度の２月末



日までのいずれか早い日までに、稲沢市ブロック塀等撤去完了実績報

告書（様式第６）に関係書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

（補助金の額の確定）  

第１１条  市長は、前条の規定による完了実績報告書を受理した場合は、

その内容を審査し、適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確

定し、申請者に通知するものとする。  

（補助金の請求及び交付）  

第１２条  申請者は、前条の規定による通知を受けた日から起算して  

１０日以内に稲沢市ブロック塀等撤去費補助金支払請求書（様式第７）

を市長に提出しなければならない。  

２  市長は、前項の規定による請求書に基づき、申請者に補助金を交付

するものとする。  

（交付決定の取消し及び補助金の返還）  

第１３条  市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、補

助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補

助金の全部若しくは一部について期限を定めて返還を命ずることがで

きる。 

⑴  虚偽の申請その他の不正な行為により補助金交付の決定を受けた

とき。 

⑵  補助金の交付決定内容及びこれに付した条件その他法令又はこの

要綱に違反したとき。  

⑶  第１０条の規定に反し、稲沢市ブロック塀等撤去完了実績報告書



を提出しなかったとき。  

⑷  その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。  

（書類の保管）  

第１４条  申請者は、補助金の関係書類を整理し、補助金の交付を受け

た年度終了後５年間保管しなければならない。  

（手続）  

第１５条  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付の申請、決定等

については、稲沢市補助金等交付規則（昭和５０年稲沢市規則第４号）

の定めるところによる。  

（補則）  

第１６条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定

める。 

付  則  

この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。  

   付  則  

 この要綱は、令和元年５月１日から施行する。  

   付  則  

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   付  則  

 この要綱は、令和３年４月９日から施行する。  


